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栃木県新型コロナウイルス感染拡大防止営業時間短縮協力金申請要領 

Ⅰ 協力金の趣旨 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、栃木県は、県内全域の飲食店の皆様に、営業時間短縮への御協力をお願

いしました。 

この要請に応じて、営業時間短縮に御協力頂いた事業者に対し、「【第４弾】新型コロナウイルス感染拡大防止営業

時間短縮協力金」（以下「【第４弾】協力金」といいます。）を支給します。 

 

Ⅱ 対象期間 

① 宇都宮市、足利市、栃木市、佐野市、日光市、小山市、真岡市の7市 

令和３年８月２日(月)20時～令和３年８月31日(火)24時までの全30日間 

 

② 栃木県内全域（①の市町を含む） 

令和３年８月４日(水)20時～令和３年８月31日(火)24時までの全28日間 

※宇都宮市、足利市、栃木市、佐野市、日光市、小山市、真岡市の7市の飲食店については、８月２日から実

施していただくこととしておりますが、協力店舗拡大の観点から、やむを得ない理由等により、４日から開始

する店舗も対象とします。 

 

③ 栃木県内全域（①の市町を含む） 

令和３年８月８日(日)20時～令和３年８月31日(火)24時までの全24日間 

※まん延防止等重点措置区域に指定されたことに伴い、協力店舗拡大の観点から、やむを得ない理由等により、 

８日から開始する店舗も対象とします。 

 

Ⅲ 対象地域及び協力金支給額 

１． 宇都宮市、足利市、栃木市、佐野市、日光市、小山市、真岡市の７市 

期間 区域 
１日当たりの協力金額 

個人事業主・中小企業 大企業 

令和３年８月２日から 

令和３年８月７日まで（６日間） 
その他地域 2.5万円から7.5万円 

20万円以内 
令和３年８月８日から 

令和３年８月31日まで（24日間） 
まん延防止等重点措置区域 3万円から10万円 

 

 【協力金支給額】 

・対象期間①の場合    

（その他地域の1日当たりの協力金額×6日間）+（まん延防止等重点措置区域の1日当たりの協力金額×24日間） 

・対象期間②の場合    

（その他地域の1日当たりの協力金額×4日間）+（まん延防止等重点措置区域の1日当たりの協力金額×24日間） 

・対象期間③の場合 

（まん延防止等重点措置区域の1日当たりの協力金額×24日間） 

 

第４弾 ＜飲食店用＞ 
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２． 鹿沼市、大田原市、矢板市、那須塩原市、さくら市、那須烏山市、下野市、上三川町、益子町、市貝町、芳賀町、

壬生町、野木町、塩谷町、高根沢町、那須町の16市町 

期間 区域 
１日当たりの協力金額 

個人事業主・中小企業 大企業 

令和３年８月４日から 

令和３年８月７日まで（４日間） 
その他地域 2.5万円から7.5万円 

20万円以内 
令和３年８月８日から 

令和３年８月31日まで（24日間） 
まん延防止等重点措置区域 3万円から10万円 

 

 【協力金支給額】 

・対象期間②の場合    

（その他地域の1日当たりの協力金額×4日間）+（まん延防止等重点措置区域の1日当たりの協力金額×24日間） 

・対象期間③の場合 

（まん延防止等重点措置区域の1日当たりの協力金額×24日間） 

 

３． 茂木町、那珂川町の２町 

期間 区域 
１日当たりの協力金額 

個人事業主・中小企業 大企業 

令和３年８月４日から 

令和３年８月31日まで（28日間） 
その他地域 2.5万円から7.5万円 20万円以内 

 

 【協力金支給額】 

・対象期間②の場合    

（その他地域の1日当たりの協力金額×28日間） 

・対象期間③の場合 

（その他地域の1日当たりの協力金額×24日間） 

 

Ⅳ １日当たりの協力金支給額 

１．まん延防止等重点措置区域 

（１）個人事業主・中小企業（＊１）の場合・・・売上高方式 

１日当たりの売上高（＊２） １日当たりの協力金額（千円未満切り上げ） 

７万5,000円以下 ３万円 

７万5,000円超～25万円以下 1日当たりの売上高×0.4 

25万円超 10万円 

 

（２）大企業（＊３）の場合・・・売上高減少額方式 ＊個人事業主・中小企業も選択可  

・１日当たりの売上高減少額（＊４）×0.4 

 （上限） 

 20万円 
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 ２．その他の地域 

（１）個人事業主・中小企業（＊１）の場合・・・売上高方式 

１日当たりの売上高（＊２） １日当たりの協力金額（千円未満切り上げ） 

８万3,333円以下 ２万５千円 

８万3,333円超～25万円以下 1日当たりの売上高×0.3 

25万円超 ７万５千円 

 

（２）大企業（＊３）の場合・・・売上高減少額方式 ＊個人事業主・中小企業も選択可  

・１日当たりの売上高減少額（＊４）×0.4 

 （上限） 

 20万円又は１日当たりの売上高×0.3のいずれか低い額 

 

 

（＊１）中小企業基本法第２条に規定する中小企業者等（人格なき社団等を含む）で、従業員数が中小企業基本

法における中小企業の基準以下の法人等（例：飲食業：資本金の額又は出資の総額が５千万円以下又は従業

員数が50人以下の会社、サービス業：資本金の額又は出資の総額が５千万円以下又は従業員数が100人以

下の会社） 

（＊２）前年又は前々年の８月の飲食業売上高（消費税及び地方消費税を除いた金額。以下同じ。）÷31（１円

未満切り上げ） 

（＊３）個人事業主・中小企業に該当しない法人 

（＊４）（前年又は前々年の８月の飲食業売上高－令和３年８月の飲食業売上高）÷31 

 

（３）開店１年未満の店舗の場合・・・新規開店特例 

  上記（１）及び（２）における「１日当たりの売上高」を、下記の計算により算定します。 

 

開店日から時短対象期間開始日の前日までの売上高÷開店日から時短対象期間開始日の前日までの日数 

 

Ⅴ 対象店舗 

 通常20時から翌朝５時までの時間帯に営業を行う飲食店 

  

※下記の店舗等は営業時間短縮要請の対象とはなりません。 

・テイクアウト専門店、イートインスペースがあるスーパーやコンビニエンスストア、 

キッチンカー 

・ホテルや旅館において宿泊客のみに飲食を提供する場合 

・特定の法人等の社員のみに飲食を提供する場合 

・自動販売機（自動販売機内で調理を行うホットスナックなど） 

・ネットカフェ、マンガ喫茶等、夜間の長時間滞在を目的とした利用が相当程度見込まれる施設（８月８日（日）

以降） 等 

 

Ⅵ 申請要件 

申請に当たっては、次の1～10全ての要件を満たすことが必要です。 

 

１ 対象地域内に対象店舗を有すること。 

２ 対象店舗に係る食品衛生法に基づく営業許可証（飲食店及び喫茶店に係る許可に限る。）に記載されている営

業者であること。 
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３ 対象期間より前に、必要な許認可等を取得し、対象店舗において営業の実態があること。 

  また、当該許可の有効期限が令和３年８月31日以降であること。 

４ 対象店舗において、通常 20 時から翌朝５時までの時間帯に営業を行っていた事業者が、対象期間（①、②、

③のいずれか）の全期間５時から20時までの間に営業時間を短縮（休業を含む。）すること。 

５ まん延防止等重点措置区域の飲食店は、酒類の提供（利用者による酒類の持込みを含む）を行わないこと。 

また、飲食を主として業としている店舗では、カラオケ設備の利用を行わないこと。 

その他地域の飲食店は、酒類の提供時間を11時から19時までの間とすること。 

６ 従来の営業時間及び営業時間の短縮（休業）の状況等が分かるよう、店舗又は店頭に表示すること。 

７ 栃木県新型コロナウイルス感染拡大防止営業時間短縮協力金（大規模施設・テナント用）や栃木県地域企業

事業継続支援金の支給を受けていないこと。 

８ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に規定する暴力団員等に該当しないこと。 

９ 「新型コロナ感染防止対策取組宣言」を行い、「取組宣言書」等を掲示していること。 

10 「『新型コロナ感染防止対策取組宣言』飲食店のチェックシート」に従って感染防止対策の徹底を図るととも

に、店舗内の従業員の目に触れやすい位置に提示していること。 

11 「会話する＝マスクする（カイワスルハマスクスル）」運動に賛同し、チラシを店舗内の利用者の目に触れや

すい位置に提示していること。 

12 業種別ガイドラインを遵守すること。 

13 その他、まん延を防止するために必要な措置を実施すること。 

14 営業時間短縮要請に応じた店舗として、店名等を公表することに同意すること。 
 

Ⅶ 申請手続き等 

１． 【第４弾】協力金に関するお問い合わせ先 

２． 【第４弾】協力金の申請に必要な書類等の入手方法 

（１） 【第４弾】協力金のホームページ 

栃木県公式ホームページ「【第４弾】新型コロナウイルス感染拡大防止営業時間短縮協力金について」から

入手することができます。 

（ＵＲＬ）https://www.pref.tochigi.lg.jp/f03/4thkyoryokukin.html 

      県公式ＨＰ読取用二次元コード 

 

 

 

  

（２） 県・関係機関等での配付 

次の機関等において入手することができます。 

・県庁本館２階県民プラザ及び各県民相談室 

・各市役所・各町役場 

・宇都宮市内の地区市民センター・出張所・市民活動センター 

・各商工会議所・商工会及び中小企業団体中央会 

※平日は、各窓口の業務時間内での配付となります。 

※土日、祝日は、バンバ出張所で午前10時から午後７時までの配付となります。 

栃木県新型コロナウイルス感染拡大防止営業時間短縮協力金コールセンター 

（電話）０２８－６５１－３７０７ 
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３． 申請書類 

別表のとおり 

＊必要に応じて追加書類の提出及び説明を求めることがあります。また、申請書類の返却はいたしません。 

 

４． 【第４弾】協力金の申請受付期間及び申請方法 

（１） 受付期間 

 令和３年８月12日（木）から10月15日（金） ただし、インターネットの受付は８月20日（金）から 

（２） 申請方法 

インターネット申請の場合 

ポータルサイトから申請できます。（【第４弾】協力金のホームページにおいて案内いたします。） 

＊10月15日（金）午後11時59分までに送信を完了してください。 

郵送の場合 

申請書類を次の宛先に、簡易書留など追跡ができる方法で郵送してください。 

＊10月15日（金）までの消印有効です。 

＊切手を貼付の上、差出人の住所及び氏名を必ずご記載ください。 

＊感染拡大防止の観点から、対面での申請受付・相談は行いません。ご不明な点はコールセンターまで 

お問合せください。 

 

５． 支給の決定 

申請書類を受理した後、その内容を審査の上、適正と認められるときは【第４弾】協力金を支給します。 

 

６． 通知等 

（１）申請書類の審査の結果、【第４弾】協力金を支給する旨の決定をしたときは、支給に関する通知を発送いたし

ます。 

（２）申請書類の審査の結果、【第４弾】協力金を支給しない旨の決定をしたときは、不支給に関する通知を発送い

たします。 

 

Ⅷ  その他 

１． 【第４弾】協力金の支給の決定後、申請要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合は、協力金の返還を求

めるともに、加算金を請求し、店名等を公表することがあります。 

２． 協力金支出事務の円滑・確実な実行を図るため、必要に応じて、栃木県は、対象店舗の営業時間の短縮の取組

等に関する検査、報告又は是正のための措置を求めることがあります。 

３． 申請書類に記載された情報を税務情報として使用することがあります。 

４． 【第４弾】協力金支給決定後、国や関係市町から本協力金に関連する事業を実施するために、申請情報の求め

があった場合には、申請情報を国や関係市町に提供することがあります。 

５． 他の行政機関等が支援金等の支給要件の該当性等を審査するため必要な場合であって、当該審査に必要な限度

で、本協力金の申請書及び提出資料に記載された情報を当該他の行政機関等から求められた場合は、求めに応

じて提供することがあります。 

６． 営業時間短縮要請に応じた店舗として、店名等を公表することがあります。 

（宛先）〒320－0801 

栃木県宇都宮市池上町４－１  栃木県協力金受付センター 


